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研究要旨： 

 地域保健法に基づく「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」においては、人材の

確保や資質の向上、人材確保支援計画の策定についても述べられている中で、本研究で

は、全国の保健所を対象として調査を行うとともに、フォーカスグループディスカッ

ションや研究班内での議論の結果等を踏まえて、地域における公衆衛生の中核機関であ

る保健所の各専門職種における人材の確保と育成等に関する現状と課題について検討して

きた。 

 一方、今回のコロナ禍を契機に、地域保健のあり方や保健所の重要性が再認識される中

で、その業務の中核を担う専門職人材の確保や資質向上の重要性も再認識されることとな

り、保健師の増員に必要な国の財政措置も講じられることとなったが、今後も引き続き保

健師に限らず必要な専門職人材の確保が求められている。 

 また、今回のコロナ禍では健康危機管理に対応する専門職人材の派遣調整の仕組みがつ

くられるとともに、地域保健対策の推進に必要不可欠な ICT（情報通信技術）の活用や

DX（デジタルトランスフォーメーション）が進められることとなったが、今後も引き続き

健康危機管理体制の充実強化やエビデンスに基づく地域保健の更なる推進が期待される。 

 専門職の人材確保と資質向上は車の両輪であり、平時からあらかじめ必要な専門職人材

を確保するとともに、ICT の活用や DX に対応できる能力も含めた資質向上に取り組むこ

とで、地域保健の更なる向上と保健所の機能強化に努め、あわせて次の健康危機の発生に

備える必要があると考えられる。 

 

 

Ａ．研究目的 

 これまで保健所は、地域における公衆

衛生の中核機関として様々な役割を担っ

てきたが、近年進んできた行政改革の流

れの中で、市町村合併や保健所の統廃合

による所管地域の広域化や保健所数の減

少に伴い、保健所職員の数も減少してき

た。 

 一方で、健康危機管理や地域包括ケア

システムの推進など、多様化かつ複雑化

する公衆衛生的な新たな課題への対応が

強く求められている中で、専門職を中心

とした保健所職員の確保と育成は、地域

における公衆衛生の維持向上のために極

めて重要かつ喫緊の課題である。 

 さらに、令和 2（2020）年に発生した

新型コロナウイルス感染症のアウトブレ

イクへの対応においては、保健所が健康

危機管理として積極的疫学調査や医療体

制の確保等対策の中心的な役割を担うこ

ととなったが、保健所や都道府県庁の業

務が急激に増加したため、圧倒的な人員

不足により業務が逼迫することとなっ

た。 

 本研究では、地域保健の推進に欠かせ

ない地域保健人材の確保と育成に関する
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現状と今後のあり方等について検討する

ことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 全国の保健所を対象として、令和 4

（2022）年 10 月～令和 5（2023）年 1

月にメールによる調査を行った（詳細

は総括研究報告書参照）。また、フォ

ーカスグループディスカッションや研

究班内での議論の結果等を踏まえて検

討を行った。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

１）人材確保について 

 保健所の専門職人材の定数確保につ

いて、回答した 286 の保健所のうち、

医師は 46.2％、保健師は 56.6％、薬剤

師は 58.0％、獣医師は 46.2％の保健所

が、それぞれ定数が確保できていると

回答した。一方で、医師は 35.0％、保

健師は 26.9％、薬剤師は 15.0％、獣医

師は 25.5％の保健所が、それぞれ定数

が確保できていないとの回答があっ

た。 

 また、医師は 18.2％、保健師は

16.1％、薬剤師は 26.2％、獣医師は

27.6％の保健所が、それぞれ定数がな

いという回答であり、この一部には専

門職人材の確保が困難なため、入職希

望者があればいつでも採用が可能なよ

うに定数を定めていないといった背景

を持つ自治体もあると考えられる。 

 定数を充足させるための取り組みに

ついて、実習受入や講義実施等の学生

への働きかけが 65.4％、本庁との連

携・調整が 66.1％、つながりのある有

資格者への個別フォローが 21.3％、保

健所の情報発信・広報が 16.8％、など

の取り組みが行われていた。一方で、

特に取り組みを行っていないと回答し

た保健所は 14.7％もあった。 

２）資質向上について 

 保健所の専門職人材の資質向上に向

けた取り組みについて、回答した 286

の保健所のうち、外部の研修会受講が

93.0％、OJT（オンザジョブトレーニン

グ）が 85.7％、保健所での研修会実施

が 75.5％、研究会・学会等の参加奨励

が 72.0％、人材育成計画・マニュアル

等の策定が 60.8％など、様々な取り組

みが行われる、または今後行いたいと

考えていることがわかった。 

 その中で、今後最も力を入れたいと

考えている取り組みについては、OJT

が 36.0％、外部の研修会受講が

24.7％、人材育成計画・マニュアル等

の策定が 9.5％、研究会・学会等の参

加奨励が 8.8％などとなっており、そ

れらを実行するために必要な条件につ

いては、業務の余裕が 80.4％、本庁や

所内の理解が 73.4％、担当する人員が

65.0％などと、調査時期が新型コロナ

ウイルス感染症の第７波の感染拡大の

時期と重なったこともあり、コロナ禍

で逼迫する業務の中で資質向上の取り

組みを計画通り進められていなかった

状況が示唆された。 

 また、専門職人材の資質向上に向け

た取り組みを実行するために必要な条

件として、予算が 62.2％、施設や ICT

（情報通信技術）等設備の整備が

28.0％、住民の理解が 7.3％、などと

コロナ禍とは直接関係ない面において

も、行政職員としての専門職人材の育

成に対する課題が多いことが示唆され

た。 

 

Ｄ．結論 

 今回のコロナ禍を契機に、地域保健の

あり方や保健所の重要性が再認識される

中で、その業務の中核を担う専門職人材
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の確保や資質向上の重要性も再認識され

ることとなった。 

１）専門職人材確保の追い風として必要

な国の地方財政措置 

 国は保健所の恒常的な人員体制を強化

するため、地方財政対策として令和３・

４年度の２か年で、感染症対応業務に従

事する保健所保健師約 900 人増員に必要

な地方財政措置を講じた。さらに、令和

5 年度の地方財政対策においても、引き

続き保健師 450 人を増員、併せて事務職

員等 150 人を増やす方針を示しており、

各自治体では地方財政措置を活用し、人

員体制の更なる強化に取り組むことが求

められる。厚生労働省が実施した保健師

活動領域調査によると、令和４年度は自

治体別常勤保健師数の合計は 38,003 人

で令和 2 年度と比べ 1,842 人増加してい

る。このように、国が必要に応じ財政措

置を講じたことから専門職人材の積極的

な確保につながったと考えられる事例も

あり、今後も必要な財政措置を進めるこ

とで専門職人材の確保が進むものと考え

られる。  
２）厳しい人材確保対策を補完するため

の人材派遣調整の仕組みづくり 

 今回のコロナ禍においては、健康危機

管理に対応する人材派遣調整の仕組みの

創設が示され、保健所では IHEAT（新型

コロナウイルス感染症等に係る対応人

材）の強化等が示されている。今後、健

康危機等の発生状況に応じて正規職員だ

けではなく非常勤職員の専門職人材を確

保するために、複数の人材派遣調整等の

仕組みづくりが求められる中で、IHEAT

は専門職人材の確保に関する仕組みの１

つとして地域保健対策の推進に貢献する

ことが期待される。 

３）今後の地域保健対策の推進に必要不

可欠な ICT（情報通信技術）と DX（デジ

タルトランスフォーメーション） 

 これまで、個人情報保護に対する過剰

な考えや予算不足を理由に進んでこなか

った地域保健分野の DX についても、令

和 3 年 9 月にデジタル社会形成基本法が

施行されて内閣にはデジタル庁が設置さ

れたことから、ICT の活用による自治体

間での相互連携なども含めて DX が加速

するものと期待されている。今後は、地

域保健分野における ICT の推進と DX に

より、地域の課題をデータ化し根拠を明

確にした説得力のある地域保健活動とと

もに、ポストコロナ時代を先読みした戦

略が期待される。 

４）専門職の人材確保と資質向上は車の

両輪 

 今回のコロナ禍を契機とした感染症法

の改正を踏まえた保健所の機能強化を図

るため、本庁では、平時のうちから感染

拡大に備えた準備を進めるための「予防

計画」を立て、保健所ではその実効性を

担保するため予防計画と整合を図った

「健康危機対処計画」の策定や各計画の

着実な実施など、健康危機管理体制の強

化を含めた保健所の機能強化が求められ

ている。 

 しかし、体制の強化に必要不可欠な専

門職人材について、特に医師や獣医師な

どの定数確保が困難な職種については、

人材を確保するだけで精一杯になってし

まい、資質向上にまで十分に取り組めて

いない実態がある。専門職であると同時

に公務員である地域保健に従事する職員

については、今回のコロナ禍のような健

康危機発生時に専門的な知識や技術が必

要とされ、一般の事務職だけでは十分な

対応ができなかったことから、平時から

必要な専門職人材を一定数確保する必要

があると考えられる。 

 また、保健所における健康危機管理に

関する体制確保のための総合的なマネジ

メントを担う保健師配置の必要性も示さ
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れたが、公衆衛生看護の視点、迅速な判

断と機転のある対応を必要とする健康危

機管理対応のスキルは、一朝一夕では身

につかない。専門職の人材確保と資質向

上のため、他の職種も含め、基礎教育を

担う教育機関との連携の強化や、有事を

想定した実践型訓練の実施、現任教育に

よる資質向上など、地域保健の更なる向

上と保健所の機能強化に努めるととも

に、今回のコロナ禍のような大規模な健

康危機管理事象への準備を平時のうちか

ら計画的に進める組織的な対応が期待さ

れる。 

 

Ｅ．研究発表  

１．論文発表  
 特になし  
２．学会発表  
 特になし  
 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得  
特になし  

２．実用新案登録  
特になし  

３．その他  
特になし  
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	Ｄ８　精神保健福祉に関わる管内の多様な関係機関が情報交換を行う場はありますか。
	Ｄ９　精神保健福祉に関する業務は、保健所と市町村保健センター等の役割分担を明確にするか、一定の業務は両者とも行う等重層的に行うか、どのような形が良いですか。最もお考えに近いと思われる選択肢を１つお選びください。（単数回答）


	Ｅ　地域支援事業・地域包括ケアについて
	１　都道府県型保健所について
	Ｅ１　貴保健所は管内市町村の地域支援事業に関わっていますか。（単数回答）
	Ｅ１－１　貴保健所の関わり方はどのようなものですか。
	①都道府県庁が開催する市区町村向けの地域支援事業の研修会に、保健所担当者が参加している（単数回答）
	②管内市町村を対象に地域支援事業に関する会議を開催している（単数回答）
	③地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有していないが、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	④地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑤地域支援事業全体の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑥都道府県が設定した地域支援事業全体の目標を保健所・管内市町村と共有し、保健所が市町村を支援している（単数回答）


	２　市区型保健所について
	Ｅ２　管内の地域支援事業は、市区行政のどの部署が担っていますか。（単数回答）
	Ｅ３　地域支援事業に含まれる各種事業の目標を設定していますか。（単数回答）
	Ｅ４　地域支援事業全体の目標を設定していますか。（単数回答）

	３　新型コロナウイルス感染症対応における医療・介護連携について
	Ｅ５　貴保健所の管内で、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数を教えてください。人数には施設療養者数を含めてください。
	①新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数（単数回答）
	②自宅療養者数の具体的な人数（数字入力）
	③新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点（文字入力）

	Ｅ６　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への往診等の医療体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。（単数回答）
	Ｅ６－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ６－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ７　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への介護保険サービス（訪問介護等）の提供体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。
	Ｅ７－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ７－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ８　その連携調整は、どの組織・職種が担いましたか。（複数回答可）


	Ｆ　健康危機管理体制について
	Ｆ１　貴保健所では、健康危機管理に関する下記のマニュアルや業務継続計画（BCP）等を策定していますか。（複数回答可）
	Ｆ２　新型コロナウイルス感染症対策の今までの過程において、国の方針に沿って対応しましたか、設置自治体や保健所の方針で独自の工夫を行いましたか。
	Ｆ３　コロナ対応を経験したことから、病院機能の見直しや、日々の感染症診療の分担などの地域の医療との調整について、今後、中長期的に考えて、どこが担うのが良いと思いますか。（単数回答）
	Ｆ４　住民への直接的な業務と、体制づくり等の間接的な業務の比率について、コロナ後の「保健所活動」は、コロナ前と比べてどのようにすべきと思いますか。
	Ｆ５　健康危機事象が発生した際、保健所固有の業務が増大する場合、専門職種の応援体制は、どのような対応になっていますか。（複数回答可）
	Ｆ６　行政職員以外の地域の専門職や非専門職などについて、感染症パンデミックや災害等の今後の健康危機に向けて、平常時から確保、育成することについて、保健所の役割をどのように思いますか。（単数回答）
	Ｆ７　保健所が夜間休日を含めた健康危機管理対応を行う上で、今後改善した方が良いことはありますか。（複数回答可）

	Ｇ　今後の保健所活動について
	Ｇ１　健康格差の縮小に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。
	Ｇ２　住民のソーシャルキャピタルの醸成に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ３　地域の公的機関、非営利機関、民間機関等の連携強化に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ４　貴保健所では、下記のような活動を行っている中間支援組織（ＮＰＯや住民団体等の支援を行う組織）との連携はありますか。広域的に活動している中間支援組織との連携も含みます。（複数回答可）
	Ｇ５　貴保健所では、今後多くの保健所で実施すると良いと思われる特徴的な取り組みを行っていますか。例えば、目標設定をしながらの健康危機管理や、地域の多様な資源が協力し合う場の設定など、マネジメントのやり方に関するもの、事業展開に関するものなど含めてお考えください。（単数回答）
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